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まえがき 

アクセスネットワークにおけるインターネット接続サービス（固定通信）契約数は 2016 年 6月末で 4,161

万となり，増加傾向が続いている。従来の FTTH，DSL，CATV 及び FWA の固定系サービス に加えて，

BWA（WiMAX）及び 3.9 世代携帯電話パケット通信サービス（LTE）といったモバイル（移動無線）によ

るブロードバンドサービスも契約数として公表されている。また，FTTH 契約数は依然として純増を維持

しており，2016 年 6 月末で FTTH 契約数が 2,834 万となり，第 3 版（2011 年）で示した契約数よりも 850

万増となった。 

建物内の光配線システムの標準情報として，事務所ビルを対象とした OITDA/TP 11/BW : 2012（ビルデ

ィング内光配線システム）がある。今日，光配線システムの普及は，工場，病院及び集合住宅に及んでお

り，これらの中でも集合住宅は建物内の個々の住戸が光サービスの加入者であるという特殊性を持ってい

る。これは，同時に光配線システムの特殊性につながっている。 

光ファイバケーブル（以後，光ケーブルと称す）を集合住宅に適用することによるメリットは次のとお

りである。 

a) 長距離伝送（メタルケーブルの最大伝送距離は 90 ｍ。光ケーブルでは，集合住宅内では制限なしと

いえる。） 

b) 超広帯域伝送が可能（メタルケーブルの伝送速度は１G bit/s。光ケーブルでは，10G bit/s 以上も可能。） 

c) 省スペース（メタルケーブルの外径は 5 mm 径／回線程度。光ケーブルでは，100 回線でも 15 mm 径

程度） 

d) ノイズレス（メタルケーブルでは，高層への縦幹線部分がアンテナ効果によってノイズが発生する。） 

e) 各住戸と通信事業者との間で，光サービス利用のための直接契約が可能。 
 

この技術資料は，FTTH サービスを利用する集合住宅における光配線構成及び配線方法，並びに構成す

る配線物品を系統的に整理したものであり，2011 年 8 月に公表された第 3 版に最新技術・製品動向，及び

建物内光配線システムに関する最新のアンケート結果を反映し改定したものである。第 3 版作成当時と比

較すると，映像配信サービスを始めとする FTTH サービスの多様化・高速化，FTTH の普及，集合住宅へ

の光配線導入がさらに進んでいると共に，住宅内においては，配線の煩わしさがなく，美観を損ねない無

線 LAN の普及が進んでいる。一方で，施工面においては，簡易化への期待が依然根強く残っている。 

この技術資料は，そのような最新の FTTH 光配線技術動向を盛り込んだ情報発信・提供活動の一環とし

て作成されたものである。この技術資料が集合住宅に光配線システムを導入しようとする居住者及びディ

ベロッパ，設計者及び施工業者のガイドラインとなり，FTTH サービス利用環境構築の推進・普及に一層

のはずみがつくことを期待したい。 

 

この技術資料（TP）の一部が，技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触

する可能性があることに注意を喚起する。一般財団法人光産業技術振興協会は，このような技術的性質を

もつ特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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FTTH 対応集合住宅用光配線システム 
Optical fiber distribution system for apertment houses in FTTH 

 
序文 
この技術資料（TP）は，2003 年度から行ってきた集合住宅内の光配線システムに関する動向調査，研究

を基にまとめたガイドラインである。集合住宅内の光配線システム構築において，システム構成，用語，

部材等に関する共通認識の一致向上を図ることによって，光配線システム導入加速に資することを目的と

している。 

 

1 適用範囲 

この技術資料は，単一の集合住宅で使用する光配線システムに関して石英系シングルモード光ファイバ

を用いた光ケーブルの敷設，配線盤設置，光ケーブル接続，試験方法，表示及び管理について言及する。 

この技術資料の主な利用者は，集合住宅の FTTH 化を行いたいと考えている設計者，施工業者，ディベ

ロッパを想定している。 

なお，設備範囲は，集合住宅内への光ケーブル引き込み，MDF 室内設備，幹線（縦系），水平ケーブル

（横系），住戸内情報配線ボックス等住戸内引き込み点又は光コンセントまでとする。 

 

2 引用規格 
次に掲げる規格は，この技術資料に引用されることによって，この技術資料の規定の一部を構成する。

これらの引用規格は，記載の年の版を適用し，その後の改正版（追補を含む。）は適用しない。 

OITDA/TP 11/BW：2012 ビルディング内光配線システム 

 

3 用語及び定義並びに略語 

3.1 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 

3.1.1 

MDF 室 

主配線盤（MDF）が設置されている部屋。主配線盤は，棟外から事業者が引き込むケーブルと，各住戸

へ配線するケーブルとを接続する機能をもつ。また，通信，映像，セキュリテｨなどのサービスを各住戸へ

配信する機器類及びケーブルも MDF 室に設置する場合が多いことから，このようなエリアをコネクトエ

リアと呼ぶ場合もある。 

3.1.2 

幹線ケーブル（縦系） 

住棟の階高方向に施設され，自営 PT 盤と PD 盤とを接続するケーブル。住棟内の PD 盤同士の接続に使

用してもよい。 
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3.1.3 

自営 PT 盤 

幹線ケーブルの起点となる配線盤。光コネクタによるパッチパネルを有し，通信事業者の光ケーブル回

線と相互接続するときの設備分界点となる。通常は MDF 室内に設置される。加入者成端盤，光成端箱と

もいう。 

3.1.4 

CD 管（Combined Duct） 

合成樹脂製可とう電線管 の一つであり，耐燃性を有する PF 管（Plastic Flexible Conduit）に対し，CD 管

は非耐燃性であり，識別のため CD 管はオレンジ色となっている。 

3.1.5 

集合形回線終端装置 

集合住宅などで，複数の住戸で一括のサービスを受ける場合に用いる回線終端装置。 

3.1.6 

情報配線ボックス 

宅外からの情報（電話，放送，通信など）の取り入れ・取り出し配線を 1 ケ所に集約するための配線盤。

配線だけでなく，ケーブルの終端部材，伝送機器，分配器なども収容し，情報・通信設備の点検，保守，

更新，相互切替などができる。 

3.1.7 

水平ケーブル（横系） 

PD 盤と住宅内情報配線ボックス及び光コンセントとを接続するケーブル。PD 盤の設置を省略するフロ

アにあっては，光コンセントと自営 PT 盤とを直接接続する構成としてもよい。 

3.1.8 

HUB 

LAN 機器を相互に接続するための集積装置。 

3.1.9 

光コンセント 

光ケーブルを成端し，端末接続配線へのインターフェースを提供する接続器具。ここでは，光インドア

ケーブルを成端し，光インドアケーブルと ONU につながる光ファイバコードとを接続するための器具。

壁面埋め込み形（光アウトレット），露出形（光ローゼット）があるが，この技術資料ではそれらを総じて

光コンセントと呼ぶ。 

3.1.10 

光回線終端装置，ONU（optical network unit） 

FTTH において，光ケーブルと UTP などの LAN ケーブルとを接続し，光信号と電気信号とを相互に変

換する装置。 

3.1.11 

PT 盤，成端盤，光成端箱（premise terminator cabinet） 

通信事業者が，構外からの引き込み光ケーブルを接続する配線盤。通常は MDF 室（通信機械室）内に

設置される。 

3.1.12 

PD 盤（premise distribution cabinet） 
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幹線ケーブルと水平ケーブルとを接続する配線盤。通常は住棟の共用部にある EPS 内に設置される。分

岐配線盤，又は光接続箱ともいう。 

3.1.13 

メディアコンバータ 

光ケーブルと UTP などの LAN ケーブルとを接続し，光信号と電気信号とを相互に変換する装置。 

3.1.14 

ルータ 

ネットワーク層のプロトコル定義に基づいてパケットの中継・交換を行う装置。 

3.2 略語 

この規格で用いる主な略語は，次による 

EPS 電気配線室   （Electric Pipe Shaft） 

FTTH エフティーティーエイチ  （Fiber To The Home） 

GL 地表面    （Ground Level） 

LAN ローカルエリアネットワーク （Local Area Network） 

MDF 主配線盤   （Main Distributing Frame） 

PD 分岐配線盤，光接続箱  （Premise Distribution cabinet） 

PE ポリエチレン   （Polyethylene） 

PT 盤 成端盤，光成端箱  （Premise Terminator cabinet） 

ONU 光回線終端装置   （Optical Network Unit） 

V-ONU 映像用光回線終端装置  （Video-Optical Network Unit） 

UTP 非シールドより対線  （Unshielded Twist Pair cable） 

 

4 光配線システムの基本構成 

4.1 概要 
従来の光サービス対応集合住宅は，共用部に MDF（Main Distributing Frame）室を設け，通信事業者が

MDF まで引き込んだ光ケーブルを受けて，MDF から各住戸まで集合住宅の共用設備としてメタルの LAN

ケーブル（UTP ケーブル）で配線する方式が一般的であった。 

最近 FTTH 利用者の急速な増加に伴い，集合住宅においても戸建住宅と同じように各住戸の室内まで光

ケーブルを配線する，いわゆる“光ファイバ直結形配線方式”が大規模分譲マンションを中心に，多くの

集合住宅に採用され始めている。ここでいう光ケーブルとは石英系シングルモード光ファイバを用いたケ

ーブルである。 

光ファイバ直結形配線方式とすることで，各住戸単位で高速大容量通信が確保されると共に，竣工後の

通信事業者の変更が容易となり，作業も MDF 室内が中心となるなどの長所があり，集合住宅の各住戸は

“FTTH（Fiber To The Home）対応戸建住宅”において宅内引き込みまで光ケーブルで配線されている光配

線システムと同等のサービス性能を得られる。そのため，光ファイバ直結形配線方式を“FTTH 対応集合

住宅用光配線システム”の主方式と位置づけ，この技術資料を作成した。この箇条では，集合住宅におけ

る FTTH の状況，石英系シングルモード光ファイバを用いた光ファイバ直結形配線方式の基本的な配線構

成及び構成要素を述べる。 

4.2 集合住宅における FTTH の状況 
最近の集合住宅は大型化・高層化が進み，メタルケーブルでは伝送距離及び EPS 内配線スペースに関す
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る対応が困難となっている。また，居住者は住戸単位で自由に通信事業者の選択及び将来の FTTH サービ

スの進化も対応したいという，自由度と拡張性とを兼ね備えた情報インフラへのニーズが高い。これらの

ことを受けて，超高層マンションを中心に，集合住宅においても各住戸まで光ケーブルを配線する“光フ

ァイバ直結形配線方式”が登場し，集合住宅の光配線システムの主流になりつつある。光ファイバ直結形

配線方式を用いた利用サービスの形態は，専用形サービス及びシェア形サービスに大別される。 

光ファイバ直結形配線方式の採用によって，住戸単位で高速大容量通信が確保されると共に，建物完成

後の通信事業者などの変更が容易となるなど，光ファイバ直結形配線方式は居住者の様々なニーズに対応

可能な FTTH サービス利用環境を提供する配線システムである。 

4.3 光ファイバ直結形配線方式による光配線システムの基本構成 

4.3.1 全体構造 

図 1 に，光ファイバ直結形配線方式による集合住宅光配線システムの基本構成を示す。光配線システム

は，引き込み，MDF 室，幹線，水平ケーブル及び各住戸の各部位（空間）と，各部位（空間）に設置され

る PT 盤，PD 盤，光ケーブル，光コンセントなどの配線用品とで構成される。表 1 は，部位（空間）ごと

の配線物品（構成要素）と，それらの所有区分（一例）とを一覧にしたものである。 

光ファイバ直結形配線方式による FTTH 光配線では，MDF 室から各住戸まで複数心の光ケーブルを敷設

するが，その光ケーブルは次に従って敷設する。 

a) 自営 PT 盤と各住戸内の光コンセントとの間を 1 対 1 で接続する。 

b) 自営 PT 盤と住戸内の光コンセントとの間は，必要に応じて接続点（永久接続・コネクタ接続のいず

れか，又は両方）を設けることは可とする。 

c) 光信号の分岐・減衰・波長分離等の機能が必要な場合は，自営 PT 盤よりも上位（一次側；通信事業

者側）に機能要素を実装するか，又は光コンセントの下位（二次側）以降に設けることとし，自営 PT

盤と各住戸内光コンセントとの間には接続点以外の機能要素は設けないようにする。 

 

 
図 1－光ファイバ直結形配線方式による集合住宅用光配線システムの基本構成 
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表 1－集合住宅光配線システムの基本構成例 

部位（空間） 配線物品 所有区分 
引き込み区間 光ケーブル 

通信事業者設備 
MDF 室 

PT 盤 
自営 PT 盤 

集合住宅共用設備 

幹線区間 光ケーブル 
幹線と水平ケーブルの

接続部 PD 盤 

水平ケーブル区間 光ケーブル 
住戸内 光コンセント 

 

4.3.2 戸当りの光ケーブル心線数の選択 

各住戸へ引き込む光ケーブルの心線数については，水平ケーブル 1 条の標準的な心数として 1，2，4，8

心があり，光コンセント等の接続用品もこの系列に沿って製品化されているので，これらの製品を採用す

るのが妥当である。 

心線数の選択に当っては，集合住宅における利便性とコストパフォーマンス，また将来動向を勘案して

総合的に決定すべきものであるが，現状では表 2 に示すように，将来対応の予備心を確保して 2 心又は 4

心を採用している事例が多い。 

これらの事例を踏まえ，心線数の選択は次のいずれかの採用を原則とする。 

a) 2 心引き込み 通信用途に 1 心，放送受信その他の用途に 1 心を想定する場合。 

b) 4 心引き込み a)の 2 心用途に加え，集合住宅特有の設備系信号（インターホン・防犯・防災・遠隔

検針・設備監視等）の棟内伝送の光化対応及び将来の新たな光サービス対応に 2 心を想定する場合。 
 

表 2－戸当り光ファイバ心線数と利用例 

心

番 
2 心光ケーブル 4 心光ケーブル 

例 1 例 2 例 1 例 2 例 3 

1 FTTH マンション

タイプ契約用 a) 
通信事業者との

直接契約用 
FTTH マンション

タイプ契約用 a) 
FTTH マンション

タイプ契約用 a) 
通信事業者との

直接契約用 

2 TV 共聴用 予備 TV 共聴用 TV 共聴用 TV 共聴用 

3 ― ― 設備系信号伝送用 予備（通信事業者

との直接契約用） 

携帯電話事業者

のアンテナ配線

用（高層の場合） 

4 ― ― 予備（通信事業者

との直接契約用） 予備 予備 

注 a) 光 LAN 方式を採用したシェア形サービス 

 

4.4 光配線システムにおける構成要素 

4.4.1 引き込み 
引き込みは，通信事業者が敷地外から当該集合住宅のMDF室などへ光ケーブルを引き込む範囲を指す。

光ケーブル敷設は，通信事業者が行うので，集合住宅所有者は，光ケーブル用の管路をあらかじめ敷設す

る必要がある。通信事業者供給状況によって地中又は架空の引き込みがある。 

a) 地中引き込み 

地中引き込みの詳細は，通信事業者と相談を要するが，一般的には次の仕様を推奨する。 

1) 配管 PE54 相当 
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2) 管路条数 複数の通信事業者を想定と将来の追加を考慮して 2 本～3 本 

3) 埋設深さ GL－900 mm（敷地外が歩道の場合） 

4) 敷地境界線から 300 mm 突き出し 

 

これらの他，通信引き込みケーブル経路上での地中管路の曲がり数，ハンドホール間隔などは電力

ケーブルと同等と考えてよい。 

b) 架空引き込み 

住棟敷地内に引き込み柱を立てるか，又は建物引き込み点に引き込みフックを設ける方法がある。 

4.4.2 MDF 室 
一般的には，電話の引き込み場所となる通信機械室（MDF 室）に光ケーブルを引き込む。サービス提供

事業者と協議が必要であるが，主な機器は次のとおりである。 

－ PT 盤（通信事業者が設置） 

PT 盤は集合住宅所有者の設置する木板に取り付けか，通信事業者自身が，PT 用ラックを設置して

PT を設置する場合がある。 

※PT 盤，構内 LAN 用機器，TV 共聴用機器の多くは TIA/EIA-310-D 規格の 19 インチラックに搭載

できる。 

－ 自営 PT 盤（集合住宅所有者が設置） 

その他の電源，接地，換気等（一般的には集合住宅所有者が設置） 

なお，光トリプルプレイサービスを利用しない場合は V-ONU は必要なく，住宅内に引き込まれた

光回線は直接 ONU に接続される構成となる。 
 

また， MDF 室の構成は契約形態によって異なり，次のようになる。 

a) 光ファイバ直結形配線方式契約の場合（専用形サービスの場合） 

PT 盤と自営 PT 盤との間が設備分界点となる。両者は光コードで接続されるが，品質を考えて通信

事業者が用意することが多い。 

光ファイバ直結形配線方式を採用した場合では，各住戸まで光ケーブルを配線するので，自営 PT

盤と住戸間の配線は，通信事業者が直接工事を行ない，責任，財産を一括で管理するケースと自営 PT

盤以降は集合住宅所有者工事としているケースがある。あくまで通信事業者と集合住宅所有者，代理

の設計者などとの協議によって決定とする。 

一般的に PT 盤には，光コネクタアダプタが整列されたパッチパネルが設けられており，引き込み

光ケーブル及び幹線ケーブルは，その端末に光コネクタが取り付けられ，パッチパネルの光コネクタ

アダプタに接続される。光コネクタは SC 形コネクタが一般的である。図 2 に自営 PT 盤内の光パッチ

パネルの例を示す。 
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図 2－自営 PT 盤内の光パッチパネル例（上から見た場合） 
 

b) 光 LAN 方式を採用する場合（シェア形サービスの場合） 

インターネット共有サービス等を受ける場合などは，集合回線終端装置を MDF 室に設置する。設

置場所は通信事業者と集合住宅所有者とが協議して決めることになるが，一般的には通信事業者の PT

盤内と自営 PT 盤の間に設置される。図 3 は，通信事業者が集合回線終端装置を自営 PT 盤内に設置し

直接住宅までを纏めた時の例を示す。集合回線終端装置の 2 次側にスイッチング－HUB（サービス提

供事業者側財産）があり，その 2 次側に光コネクタアダプタを整列したパッチパネルが設置される。

その他多くの区分例があるので注意を要する。 

 

図 3－自営 PT 盤内の事例（19 インチラック）（正面から見た場合） 

4.4.3 幹線ケーブル配線 
幹線については，各住戸に必要な心数を敷設するために，施工性の難易度，EPS スペース及びコストを

配慮し，配線方式を定める必要がある。方式としては，次の a)～c)の 3 配線方式が考えられる。 

3 方式を示すにあたり，前提条件を次とする。 

－ 6 階建て（住戸は 2 階～6 階） 

－ 4 住戸／階；住戸数：20 

－ 所要心数；2 心／住戸 

 
図 4 に 3 配線方式の概略を示す。 
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図 4－幹線ケーブル配線方式 

a) 水平ケーブル単独配線方式 

1) 概要 

住戸引き込みに用いる，少心細径の水平ケーブルを各住戸から MDF 室内自営 PT 盤まで直接引き

通す方法である。他方式に比べ構成が簡単であるため，中小規模の建物に採用すると工事費，工期

の縮減効果が期待できる。反面，EPS 内ケーブルラックの占有スペースは他方式に比べ最も大きい

ので，大規模施設及び高層階集合住宅には適さない。 

2) 光ケーブルの選定 

光ケーブルの敷設において注意すべきは，許容張力と許容曲げ半径である。特に少心細径ケーブ

ルは，許容張力が小さい。この方式では，住戸から MDF 室まで敷設するので注意が必要である。

許容張力は，平形又は平行ケーブルで 150 N 程度（テンションメンバが鋼線の場合であり，繊維強

化プラスチック（FRP）などの無誘導材料を用いた場合 35 N 程度），丸形ケーブルで 500 N 程度で

ある。1 kgf＝9.80665 N であるから，150 N は，約 15 kgf の張力となる（参考として，UTP0.5-4P ケ

ーブルの許容張力は，110 N である）。特に配管内にケーブルを通線するケースでは，曲がり箇所が

多いと許容張力範囲内での通線が困難となる場合がある。通線張力を低減させるため，ケーブル表

面に潤滑剤を塗布して通線する工法も行われているが，ケーブル自体が低摩擦化された仕様のもの

適用すれば，通線時，撤去時の安全性・作業性が向上する。現在，外被が低摩擦仕様でかつ外径が

細径化されたケーブル（以下，細径低摩擦光インドアケーブルと呼ぶ。）が製品化されているので適

用を推奨する。また，PD 盤及び光ケーブル取り回しの省スペース化を考慮すると，許容曲げ半径が

15 mm の光ファイバ（従来汎用品は 30 mm）を適用した光ケーブルが一般的に製品化されているの

で適用を推奨する。細径低摩擦光インドアケーブルについても曲げ半径 15 mm の光ファイバが適用

されている。 

b) 幹線ケーブル単独配線方式 

1) 概要 

集合住宅の縦系方向に多心の幹線ケーブルを敷設し，シャフト（EPS）に設けた PD 盤によって水

平ケーブルと接続する方式である。施工を縦系の幹線と横系の水平ケーブルとに分けて行えるため

施工性は良い。ただし，PD 盤を必要とし，光ケーブルの接続を行うため，資材費・工事費が割高に
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なる。また，費用削減方法の一例として，偶数階だけに PD 盤を設置し 2 フロア分を一つの PD 盤

に集約するなど工夫もできる。 

2) 光ケーブルの選定 

多心幹線ケーブルの対象としては，心数が 4，8，12，24，48 などとなる。ケーブル構造は，単心

線の層撚り構造，又は単心若しくは 2，4 心のテープ心線を用いたスロット形構造となる。 

3) PD 盤 

集合住宅の EPS は，狭く設備スペースも小さくする必要がある。したがって，PD 盤は壁取付け

形となるのが一般的である。また，許容曲げ半径 15 mm の光ファイバの適用を前提とした小型のＰ

Ｄ盤も製品化されている。幹線ケーブルと水平ケーブルの接続は，将来的に配線替えもあまり考え

られないのでコネクタ接続でなく融着などの永久接続を推奨する。 

 

図 5－PD 盤例 

c) 幹線ケーブル分岐配線方式 

1) 概要 

より多心の幹線ケーブルを用い，各階で水平ケーブルとの分岐部を設ける方式である。 

幹線ケーブル単独配線方式では，図 4 の集合住宅が 30 階とすると，1 フロアで 8 心ケーブルを使

用する場合は，29 本の幹線ケーブルが必要となり，8 心ケーブル（単心線層より形構造又は単心線

スロット形構造）の外径は約 12 mm なのでかなりな占有スペースとなる。それに対し，幹線ケーブ

ル分岐配線方式で行うと 100 心ケーブル（テープスロット形ケーブル，外径約 15 mm）が 3 本で済

む。ただし，幹線ケーブルの占有スペースは減少するが，分岐加工費用が増える。よって，高層階

集合住宅に適している。 

2) 光ケーブルの選定 

単心もしくは 2，4，8 心のテープ心線を用いたスロット形ケーブルが一般的であるが，特に中間

部での心線分岐を考慮した場合，SZ スロット形のケーブルを用いることを推奨する。 

3) 分岐方法 

分岐方法としては，以下の 2 方法がある。 

3.1) 現地分岐接続方法 

多心の幹線ケーブルを現地加工にて PD 盤内で水平ケーブルと接続する。図 6 を参照。 
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図 6－PD 盤内での幹線ケーブル分岐（出典；住友電工） 

3.2) 分岐ケーブル付き幹線ケーブル 

工場加工にて PD 盤までの余長を持った分岐ケーブル付き幹線ケーブルを敷設する。PD 盤内に

て水平ケーブルと接続する。 

各住戸までの距離が短く住戸／階が少ない場合は，分岐ケーブル長さを事前に計画することに

よって直接住戸内に引き込むことができる。 

4.4.4 水平ケーブル配線 
フロア配線（横系）として，少心細径ケーブルを各住戸から PD 盤まで敷設する。幹線ケーブルの配線

と異なり水平面での展開で距離も短いので，施工しやすい平形又は平行ケーブル（光インドアケーブルと

もいう）を用いるとよい。通常，Φ22 mm，又はΦ16 mm 程度の CD 管に布設されるので，許容張力には

注意が必要である。配管の曲がりが多い箇所，及び配管内の既設ケーブルへの追い張りが必要な場合は，

細径低摩擦光インドアケーブルの適用を推奨する。 

4.4.5 建物内に配線スペースのない小規模集合住宅への配線 
小規模集合住宅で建物内に EPS や配管等の通線スペースがない場合，建物の外壁面にケーブルを各戸ご

とに配線し光ファイバを引き込む方法がある。ケーブルは，耐候性を有する平形ケーブルが用いられるが，

配線作業の効率化と，外壁面の美観への配慮から，当該ケーブルを，予め 4，8 条集合した外壁配線用の平

形ケーブル集合形の光ケーブルが製品化されているので適用を推奨する。また，別の方法として，耐候性

を有するパイプを外壁面に設置し，当該パイプ内に平形ケーブルを通線する工法がある。本工法では，同

一パイプ内に各戸用ケーブルを多条配線するため，既設ケーブルへの支障がないように，細径低摩擦光イ

ンドアケーブルを適用することが望ましい。また，適用ケーブルが耐候性を有していない場合，パイプ分

岐口から各戸への引き込み口までは，別のパイプやカバーなどでケーブルを紫外線から保護する必要があ

る。 

4.4.6 住戸内成端 
住戸内に引き込まれた水平ケーブルは，情報配線ボックス又は光コンセント内に成端される。水平ケー

ブル端末には，現場付け光コネクタを取り付けるか，又はコネクタ付き光コードと融着接続若しくはメカ

ニカルスプライス接続される。光コネクタは SC 形光コネクタが一般的である。 

図 7 に住戸内配線の基本的構成を示す。各部屋にパソコンや情報家電などの情報端末を設置することや，

テレビ受信システムとの整合，将来の冗長性を考慮し，情報配線ボックスを設置して住戸内で端末を複数

台利用する場合の光配線システムの構成例を図 7 a)に示す。参考として，情報配線ボックスがスペース的

に設置できない場合の光配線システム構成例を図 7 b)に示す。 
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a) 情報配線ボックスあり（主に新築の集合住宅の場合） 

 

b) 情報配線ボックスなし（主に既築の集合住宅の場合） 

図 7－住宅内情報配線の基本的な構成例 
そして，下記の設備条件が望ましい。 

a) 共用部から情報配線ボックスまで，光インドアケーブル配線用の配管がある。配管径は，Φ22 mm 又

はΦ16 mm 程度とする。 

b) 情報配線ボックスに ONU 及び V-ONU を設置するスペースがある。または，ONU を設置可能な情報

配線ボックスの設置スペースがある。 

c) 情報配線ボックスから各部屋までスター形に，情報配線用の配管がある。Φ22 mm 又はΦ16 mm 程度

とする。放送用と共用する。 

※ 光配線系及びメタル配線系の LAN ケーブル並びに放送用同軸ケーブルの混在する情報配線が集中す

ＩＰ電話 
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る情報配線ボックスから各部屋までスター形配管があることで，将来の配線変更に柔軟に対応ができ

る。配管がない場合には，予め必要な部屋全てに LAN ケーブル等を壁内配線しておき情報配線ボッ

クス内で切替えを行う。 

 
また，住戸内を考えるときに留意すべき点は，居住者が通信システムの選択の自由度を考慮した宅内通

信インフラ（無線 LAN など）を構築することである。 

a) 専用形サービス（光ファイバ直結形配線方式）の場合 

居住者が専用形サービスを選択した場合は，サービス提供事業者と直接契約する。その場合は，図

8 のようなシステムとなる。 

 

図 8－専用形サービスシステム 

 

b) シェア形サービス（光 LAN 方式）の場合 

居住者がシェア形サービスを選択した場合は，図 9 のようなシステムとなる。この場合，メディア

コンバータの設置者は，契約形態によって異なる。 

 

図 9－シェア形サービスシステム 
 

5 ケーブル施工，接続 
OITDA/TP 11/BW に準じて行う。 

 

6 保守・管理 
OITDA/TP 11/BW の箇条 9（表示及び管理）に準じて，試験結果，配線図，接続管理表などを整備する。 

 

光コンセント 

ＯＮＵ 

ブロード 

バンド 

ルーター 

情報コンセント 

（メタル） 

光コンセント 

メディア 

コンバーター 

スイッチング 

－ＨＵＢ 

情報コンセﾝﾄ 

（メタル） 
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7 試験・性能基準 
OITDA TP 11/BW の箇条 8（試験）に準じて，伝送損失，反射減衰量などを試験する。試験値が性能基

準値を満足することが必要である。試験と性能基準は通信事業者によって異なる。 

参考として性能基準値の一例を次に示す。 

・ 光ケーブル：シングルモード光ファイバ 規格損失 0.4 dB/km 

・ 布設距離：70 m 

・ 測定波長：1.31 μm 

・ 融着接続損失：0.2 dB 以下 

・ 光コネクタ接続損失：0.7 dB 以下 

・ 融着箇所数：3 箇所 

光ファイバ単体損失＝ケーブル布設距離×ケーブル規格損失 

＝0.07（km）× 0.4（dB/km）＝0.03（dB） 

光ファイバ接続損失=融着接続損失×融着箇所数 

＝0.2（dB）×3（箇所）＝0.6（dB） 

光コネクタ接続損失 

＝0.7（dB） 

性能基準値＝光ファイバ単体損失 + 光ファイバ接続損失 + 光コネクタ接続損失 

＝0.03（dB）＋0.6（dB）＋0.7（dB）＝1.33（dB） 
 

この算出例の光配線は図 10 に示すものである。 

 

図 10－算出例の光配線 
 

コネクタ 融着 融着 融着 コネクタ 

幹線ケーブル 水平ケーブ

ル 

光コンセント 自 営 PT

盤 

PD 盤 

50m 20m 
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附属書 A 
光ケーブルを用いた最近のサービス事例 

 

A.1 最近のサービス 
集合住宅の情報・通信設備において，光ケーブルを利用して各住戸まで光配線する FTTH システムが多

くなり，インターネット用通信設備の他に電話設備，テレビ共聴設備，インターホン設備などに利用され

て来ている。光ケーブル化のサービス内容について考え，その事例を示す。 

a) インターネット 

プロバイダーのサービスとしては，インターネットの他に IP 電話やビデオ・オン・デマンドサービ

スなどを提供している。住居者側から見れば，光ケーブルを利用して専用形サービスを選択した場合

はこれらのサービスを自由に選べ，高速通信が出来るようになる。 

b) 電話 

ここでいう電話設備とは，加入通信網との契約となる固定電話の一般加入電話用の電話配線設備を

指している。最近では，携帯電話及び IP 電話が急速普及しているが，集合住宅を新築するときには加

入電話用アウトレットをインフラ設備として設けざるを得ないであろう。各住戸内で，インターネッ

ト回線から接続してこの固定電話配線ごと NTT の“ひかり電話”を含む IP 電話とするケースが出て

きている。今後の発展は，固定電話がメタル配線の継続利用になるか，IP 電話との併用か，又は，IP

電話への移行となるかは，電話設備の展開によると思われる。 

c) テレビ共聴 

RF 信号のメタル配線での距離減衰は大きいため，光ケーブル化は有効である。また，インターネッ

ト用光ケーブルと統合した多心配線化することによって省スペース化にもなる。システムは，アンテ

ナ受信を光幹線としたテレビ共同受信設備，ケーブルテレビ受信の光配線システム，近年は，光ケー

ブルによるテレビ映像配信事業者からの受信などがある。いずれにしても各住戸分に分配し，各住戸

に V-ONU（Video Optical Network Unit）が必要であるため簡単にコストが安くなるとは言い切れない。

サービス面において，アンテナ受信では地上波デジタル・BS・110 度 CS 及び CS デジタル放送用の 2

系統（2 軸）配線システムでフルサービスとなる。一方，ケーブルテレビ，映像配信事業者の受信で

は，多くは 1 系統（1 軸）配線システムとなる。ケーブルテレビ事業者では，インターネットサービ

スを行っている会社が多くあるため，その場合には，供給回線が光ケーブル配線かメタルの同軸配線

かを確認して建物内のシステムを検討する注意が必要である。 

d) インターホン設備 

集合玄関機と住戸内子機という関係では，インターネット用光ケーブルと統合し，多心配線化する

ことによって省スペース化になる。しかし，最近の子機には防犯機能や集合玄関オートドア制御機能

があったり，自動火災警報設備との兼用があったりするので単純には光化が難しい。 

e) 携帯電話 

超高層集合住宅の高層階では，携帯電話の電波が届きづらいことがある。このため，建物内で携帯

電話の不感知対策を行うことがある。携帯不感知対策の設備の幹線は有線（ケーブル）になっており，

光ケーブルが使用されることがある。 
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A.2 光ケーブルを用いた最近のサービス事例 
図 A.1 及び図 A.2 に光ケーブルを用いた最近のサービスの事例を紹介する。 

 

 

図 A.1－某プロジェクト FTTH 配線概要図（シェア形インターネット＋TV 共聴＋携帯不感知対策） 
 

 

図 A.2－某プロジェクト FTTH 配線概要図（シェア形インターネット＋専用形インターネット＋TV 共聴

＋携帯不感知対策） 
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附属書 B 
建物内光配線システムに関するアンケート調査結果 

 

B.1 アンケートの目的 
100 Mbps を越えるインターネットサービス（ブロードバンドサービス）を提供する FTTH（Fiber To The 

Home）が，2013 年 9 月には加入者数 2,460 万を超え，集合住宅や戸建住宅のかなりの各家庭まで提供され

るようになってきている。建物内光配線システム専門委員会では，このような最近の FTTH の急速な進展

に対応して，より具体的な次のガイドライン 3 件を作成し，OITDA 規格の技術資料（TP）として，第 3

版を光協会ホームページに公開したところである。 

・ FTTH 対応戸建住宅用光配線システム（OITDA/TP 01/BW, Ed. 3） 

・ FTTH 対応集合住宅用光配線システム（TP 02/BW, Ed. 3） 

・ プラスチック光ファイバ（POF）建物内配線システム（OITDA/TP 03/BW, Ed. 3） 
 

このような状況下，現在のビル・ホームにおける光ファイバ配線の現状と問題点，今後の課題等の実情

把握，TS C 0017や上記TPの普及状況や今後の標準化活動に向けた定量的な情報把握の参考とするために，

アンケート調査を行うこととした。 

このアンケート調査は，2013 年 10 月に質問内容を検討し，11 月上旬発送，1 月中旬に回収し，2014 年

2 月に分析・報告を行った。 

 

B.2 アンケートの調査内容 
今回は，過去における調査との比較など行うために，調査内容は基本的に 2007 年と同じとし，使用部材

等は最新技術を反映したものに変更し，次の各項に関する設問とした｡ 

a) ビル・ホーム内の光ファイバシステムに関する回答者の立場 

b) ビル・ホーム内光ファイバシステムの設計・施工等への関わり 

c) ビル・ホーム内光ファイバシステムの設計・施工等に使われる部材及び方法 

d) ビル・ホーム内光ファイバシステムとメタルシステムとの比較 

e) ビル・ホーム内光ファイバシステム適用の良い点・施工上の問題点 

f) 光配線システムに関する標準仕様の認知度及び活用方法 

g) ビル・ホーム内光ファイバシステム標準化の必要性 

h) ビル・ホーム内光ファイバシステム今後及び課題 
 

B.3 アンケートの対象者と回答状況 
広く関係者から意見を聞くため，アンケートの対象者は当協会の各委員会委員，賛助会員，及び建物内

光ファイバシステムに関連の深いと考えられる建設・施工関連の有識者に調査を依頼した。前回まではア

ンケート用紙の郵送によって依頼を行ったが，今回は E-mail 及び当協会ホームページに掲載し，51 件の回

答が得られた。ちなみに前回は回答数 77 通であった。 

回答者の会社・機関の業種を表 B.1 及び図 B.1 に示す。回答者の立場を表 B.2 及び図 B.2 に示す｡ 

回答者の所属する会社・機関には，建設・工事の方が最も多く，次に電子・電気機器，電線・ケーブル

の順となった。前回よりも電子・電気機器，電線・ケーブルが大幅に減ったが，建設・工事が増え 10 名以
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上は確保できている。また，回答者自身は，今回はやや少ない回答ながら回答者の立場は，ケーブル・部

品ベンダ・システムベンダ・ユーザが減少し，建設業・電気・通信工事業が若干増えている。 

なお，以降でそれぞれの設問に対する回答件数合計が必ずしも総回答者数に一致していないが，これは

複数回答や無回答のものがあるためである。 

表 B.1－回答者の会社・機関の業種 

 

 
図 B.1－回答者の会社・機関の業種 

 
表 B.2－回答者の立場 

業     種 2014 年 1 月 2007 年 11 月 2002 年 11 月 1995 年 11 月 

電子・電気機器 10 名(19.6 %) 29 名(37.7 %) 21 名(35.6 %) 19 名(30.1 %) 

建設・工事 14 名(27.5 %) 11 名(14.3 %) 14 名(23.7 %) 9 名(14.3 %) 

電線・ケーブル 8 名(15.7 %) 19 名(24.7 %) 9 名(15.2 %) 17 名(27.0 %) 

通信事業 6 名(11.8 %) 8 名(10.4 %) 4 名( 6.8 %) 7 名(11.1 %) 

ガス・電気 0 名( 0.0 %) 1 名( 1.3 %) 2 名( 3.4 %) 1 名( 1.6 %) 

大学・研究機関 1 名( 2.0 %) 3 名( 3.9 %) 2 名( 3.4 %) 1 名( 1.6 %) 

ハウス 5 名( 9.8 %) 1 名( 1.3 %) 2 名( 3.4 %) 0 名( 0.0 %) 

官公庁・公団 1 名( 2.0 %) 2 名( 2.6 %) 0 名( 0.0 %) 3 名( 4.8 %) 

化学 3 名( 5.9 %) 2 名( 2.6 %) 0 名( 0.0 %) 2 名( 3.2 %) 

その他 3 名( 5.9 %) 1 名( 1.3 %) 5 名( 8.5 %) 4 名( 6.4 %) 

合  計 51 名 77 名 59 名 63 名 

立  場 2014 年 1 月 2007 年 11 月 2002 年 11 月 1995 年 11 月 
システムベンダ 1 名(1.9 %) 9 名(11.3 %) 11 名(16.7 %) 13 名(18.3 %) 
ケーブルベンダ 7 名(13.0 %) 15 名(18.8 %) 10 名(15.2 %) 14 名(19.7 %) 
キャビネットベンダ 2 名( 3.7 %) 1 名( 1.3 %) 1 名( 1.5 %) 2 名( 2.8 %) 
部品ベンダ 11 名(20.4 %) 17 名(21.3 %) 9 名(15.2 %) 8 名(11.2 %) 
建設業（施工，設計） 9 名(16.2 %) 6 名( 7.5 %) 6 名( 9.0 %) 5 名( 7.0 %) 
電気・通信工事業 12 名(22.2 %) 9 名(11.3 %) 11 名(15.2 %) 9 名(12.7 %) 
ユーザ 2 名( 3.7% ) 13 名(16.3 %) 13 名(19.7 %) 16 名(22.5 %) 
通信事業者 2 名( 3.7 %) － － － 
その他 8 名(14.8 %) 10 名(12.5 %) 5 名( 7.5 %) 4 名( 5.6 %) 

合  計 54 名（複数回答） 80 名（複数回答） 66 名（複数回答） 63 名 
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その他：接続部品販売／ハウスメーカ／測定器校正業者／研究所 

図 B.2－回答者の立場［総回答数 54（複数回答含）］ 
 

B.4 アンケート調査結果 

B.4.1 光配線システムに関する標準仕様の認知度及び活用状況 
光配線システムに関する標準仕様の使用状況，認知度及び活用状況を伺った。 

a) 光配線システムに関する標準仕様の使用状況 

光配線システムに関する標準仕様の使用状況を図 B.3 に示す。使用している方が 1 割，知っている

が使用していない方が 3 割，知らないから使用していない方が 6 割である。施工経験があるうち，知

っているのに使用していない方が 7 割あり，他の仕様を使っている可能性がある。 
 

 
図 B.3－光配線システムの使用状況（回答数 51） 

b) 標準仕様（TP 及び TS C 0017）の認知度 

TP 及び TS C 0017 の認知度を図 B.4 に示す。知っている方が前回の 4 割から 8 割に上昇している。 
 

 
図 B.4－TP 及び TS C 0017 の認知度（総回答数 30） 

c) 活用状況 

活用状況を図 B.5 に示す。知っている方のうちの 5 割は活用しているが，5 割は知っているだけと

いう状態である。前回は活用されている方が 3 割だったので徐々に普及しているが，更なる普及活動
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が必要である｡ 
 

 
図 B.5－TP 及び TS C 0017 の活用状況（総回答数 20） 

 

B.4.2 ビル内光ファイバシステムの現状 
ビル内光ファイバシステムに，企画・設計・施工・管理等で関わった人に現状を伺った。 

a) 回答者の経験状況 

1) 回答者の経験の有無 

図 B.6 に回答者の経験有無を示す。今回，ご回答頂いた 4 割の方々が光ファイバシステムの企画・

設計・施工管理等に関わっていることが分かる。 
 

 
図 B.6－設計・施工等の経験有無（総回答数 51） 

2) 設計，施工などの経験回数 

経験回数の分布を図 B.7 に示す｡前回調査と比べ 10 回以上の経験豊富な回答者が 3 割と増加して

いる。［前回 6 名（23 %）］。200 回の施工経験を持つ方もいる。 
 

 
10 回以上の回数内訳：20 回 3 名/30 回 1 名/50 回 2 名/200 回 1 名 

図 B.7－設計・施工等の経験回数詳細（総回答数 22） 

3) 設計・施工の実績 

図 B.8 に回答者の設計・施工の実績を示す。設計・施工の実績では，新築・既築の両方に関わる

方が半数以上と，前回からの変化はなかった。 
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図 B.8－設計・施工等の実績（総回答数 22） 

b) 光ファイバシステム適用の目的など 

ビル内における光ファイバシステム適用の目的を図 B.9 に示す。映像伝送が前回同様約 2 割であっ

たのに対し， LAN とほぼ同比率の 4 割弱あった FTTH が今回は 2 割まで減り，LAN が 5 割以上を占

めた。 
 

 
その他：携帯電話基地局／防犯カメラ等／情報伝達 

図 B.9－ビル内光ファイバシステムの目的など［総回答数 32（複数回答含）］ 

c) 光ファイバの使用場所 

光ファイバの使用場所を図 B.10 に示す。使用場所に関しては特に偏った傾向は見られない。前回同

様，幹線ライザーとフロアの両方に使っている割合が多いことが確認された［前回は，78 %（総回答

数 27）］。 
 

 
図 B.10－光ファイバの使用場所（総回答数 22） 

d) ビル内における光ファイバシステムの設計仕様，施工仕様の入手形態 

光ファイバシステムの設計仕様，施工仕様の入手形態を図 B.11 に示す。前回と同様，設計図書に明
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記されているのが多い傾向であることが確認された［前回は，61 %（総回答数 23）］。 
 

 
その他：設計施工で OM4 を使用／現地合わせでケ－ブルメ－カが監督･指導／ビル側担当者立会･指示の下で施工／

既設に合わせる／施工仕様の検討を兼ねた実証システム構築／ケ－ブリングシステムとして提案 

図 B.11－設計図書の入手形態［総回答数 24（複数回答含）］ 
e) 光ケーブル及び配線盤の設置スペース 

光ケーブル及び配線盤の設置スペースの状況を図 B.12 に示す。21 人の回答者中 17 名（81 %）がケ

ーブルスペースは十分と答えている。一方，配線盤のスペースが十分という回答は 12 名（57 %）に

とどまっており，前回調査と同様，配線盤スペースの方が不足している傾向であった。なお，ケーブ

ル配線スペースとしてはケーブルラックが多いようである。 
 

 
配線スペースは充分であった：その他：高床式（2 重床と思われる），フリースペース  
配線スペースを増設して敷設：その他：コメントなし 
配線盤設置スペースを新たに確保：その他：配線スペ－ス確保の為整理した，既設端子の移設 

図 B.12－光ケーブル及び配線盤の設置スペース状況［総回答数 51（複数回答含）］ 

f) 使用される光ファイバの種類 

使用される光ファイバの種類を図 B.13 に示す。石英系光ファイバで 9 割以上の使用割合となってい

る。前回石英系ファイバでは SM 光ファイバが 7 割近くを占めていたが，今回マルチモード光ファイ

バと約半々の使用割合となっている。これはデータセンタ向けなどの光配線において，広帯域マルチ
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モード光ファイバ（OM3，OM4）が認知されてきたことによって，適用が増えたためと考えられる。 
 

 
図 B.13－使用した光ファイバの種類［総回答数 38（複数回答含）］ 

g) 光ファイバケーブルの心数 

光ファイバケーブルの心数を図 B.14 に示す。24 心以下の心数が 81 %を占めており，比較的少心の

ケーブルが多い｡前回の調査でも 24 心以下が 84 %を占めており，同様の傾向が確認された｡ 
 

 
それ以上の心数：48／100／40～100／400 

図 B.14－光ケーブル内光ファイバ心数［総回答数 58（複数回答含）］ 

h) 光ファイバケーブルの種類 

光ファイバケーブルの種類を図 B.15 に示す。スロット形，コード集合形，心線集合形で全体の半数

を占め，この中でもスロット形ケーブルが全体の 22 %と比率が高くなっており，前回と同様の傾向で

あった。また，ドロップ／インドアケーブルは全体の 21 %と前回と同様の使用割合であったが，低摩

擦形も使用されており，新技術が浸透してきている。一方，NTT で採用されている隙間配線インドア

ケーブルの使用はゼロであり，こちらはまだ浸透しているとはいえない。 
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その他：アンダーカーペットケーブル 

図 B.15－光ファイバケーブルの種類［総回答数 63（複数回答含）］ 

i) 光ファイバ心線の種類 

光ファイバ心線の種類を図 B.16 に示す。光ファイバ心線では 0.25 mm 心線が前回の 38 %から 22 %

へと減少し，0.9 mm 心線が 24 %から 32 %へと増加しており，前々回のアンケートの傾向に戻った形

となった。これは，コード（単心又はめがね形）の使用割合が多かったことによるものと推定される

が，ビル内の配線傾向が変わったためではなく，アンケート回答者が携わった配線の傾向が偏ったた

めと考える。テープ心線については前回と同傾向であった。 
 

 
その他：0.75 ㎜心線，GI 形 POF 

図 B.16－光ファイバ心線の種類［総回答数 41（複数回答含）］ 
j) 光ファイバの接続方法 

光ファイバの接続方法を図 B.17 に示す。光コネクタ接続と融着接続が同程度使用されており，両者

で約 8 割を占めている。光コネクタの中では，現場組立形 SC コネクタの使用割合が 30 %と前回 40 %

を下回った。融着接続機の低廉化，小型融着接続機の普及などが影響した可能性があると考える。 
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コネクタ接続＿種類 その他：2MPO コネクタ 

図 B.17－光ファイバ接続方法の種類［総回答数 48（複数回答含）］ 
k) ケーブルの牽引端 

ケーブルの牽引端の種類を図 B.18 に示す。ケーブル牽引は，ケーブルテンションメンバを折り曲げ

てけん引ロープと接続するのが最も多く，40 %を占めている。少心数のケーブルは軽く，けん引張力

も小さいためと思われる。 
 

 
その他：そのまま布設 

図 B.18－牽引端の種類［総回答数 30（複数回答含）］ 
B.4.3 ビル内メタル配線システムとの比較 

メタル配線システムとの比較の観点から前回同様に現状を調査した。 

a) 回答者のメタルシステムへの経験有無 

回答者のメタルシステムへの経験有無を図 B.19 に示す。メタルシステムに関わった方は，光ファイ

バシステムに比べると少ないが，前回調査時に比べ比率は 2 割から 4 割近くまで増加しており，メタ

ルシステムが現在も一定の割合で使われていることが分かる。 
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図 B.19－メタルシステムの設計，施工等の経験有無（総回答数 51） 

b) 光ファイバシステムの適用度（メタルシステムとの比較における） 

メタルシステムの経験者を対象に，使用されたケーブルのおおよその長さを目安にして光ファイバ

システムの適用度合いを回答頂いた。 

1) 幹線ライザーへの適用 

“50 %程度使っている”，“50 %以上使っている”が前回の 36 ％から 47 ％に増加した（図 B.20）。

また，前回も減少傾向だった“ほとんど使っていない”が 6 ％にまで減少し，幹線ライザーへの光

ファイバシステム適用が主流になりつつあると考えられる。 
 

 
図 B.20－幹線ライザーへの光システムの適用度合い（総回答数 17） 

2) フロア系への適用 

“50 %程度使っている”，“50 %以上使っている”が前回 22 ％から 11 ％へ減少し，逆に“ほと

んど使っていない”が前回 31 ％から 44 ％へ増加した（図 B.21）。1)の幹線ライザー系に比べ，フ

ロア系の現状は依然メタルシステムが主流と考えられる。 
 

 
図 B.21－フロア系への光システムの適用度合い（総回答数 18） 

c) 光システムの適用の良い点及び問題点 

メタルシステムの経験がある方に，光システムの良い点及び問題点を伺った。 

1) 光システムの適用の良い点 
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前回同様，光ファイバ固有の“広帯域・長距離伝送が可能”及び“電磁誘導障害がない”が首位

で，“ケーブルが細く軽くなって施工が容易”及び“今日電線との隔離距離が不要”が同率 3 位で続

いた（図 B.22）。“施工が容易”の背景には，ビル内配線材料として細径低摩擦インドアケーブルの

普及があると考えられる。 
 

 
図 B.22－光システムの良い点［総回答数 47（複数回答含）］ 

2) 光システムの問題点 

前回同様，多くが“空間が多く必要”，“管路布設が困難”，“接続作業時に高度な施工スキルを要す”，

“接続作業の準備等に時間がかかる”，“部材コストが高い”を問題点に挙げている（図 B.23）｡工法

及び資機材面の工夫・進歩によって接続作業性は年々向上しているものの，問題点が“特にない”の

回答は 0 ％であり，未だ光ファイバの取扱いに煩雑なイメージ及び苦手意識が一定の割合で存在して

いることが窺える。こうしたネガティブな印象を払拭する継続的な活動が，今後も必要と考えられる。 
 

 
その他：メタルシステムと比較して物品が多い。そのため使用する物品及びその使用法（施工方法）を理解するの

が大変である。 

図 B.23－光システムの問題点［総回答数 54（複数回答含）］ 

 



27 
OITDA/TP 02/BW：2018 

 

B.4.4 ビル内光システムの今後の見通し 
回答者全員に今後の見通しを伺った。 

a) 幹線ライザーへの適用 

幹線ライザーへの適用の今後の見通しを図 B.24 に示す。7 割以上が増加すると回答している。ほぼ

前回と同様の傾向ではあるが，変わらないと答えた回答者が，前回は 3 %程度であったが今回の調査

では 2 割に増えている。幹線ライザーには光が今後も徐々に増加するとの見通しが持たれている一方

で，ここ数年の施工の状況を見て変わらないとの見方も増えてきている。 
 

 
図 B.24－ビル内光システムの幹線ライザーへの今後の見通し（総回答数 76） 

b) フロア系への適用 

フロア系への今後の適用の見通しを図 B.25 に示す。前回の回答では 8 割以上が増加すると答えたの

に対し，今回の調査では 7 割に満たない結果となった。やはり前回の調査と比較して変わらないと答

えた回答が増えており 2 割強となっている。 
 

 
図 B.25－ビル内光システムのフロア系への今後の見通し（総回答数 75） 

B.4.5 ビル内光ファイバシステムの標準化 

a) 標準化の必要性 

標準化の必要性を図 B.26 に示す。“必要”という意見が 23 ％，“必要でない”が 14 ％であった。

しかしながら，“分からない”という人が過半数を占める状況は前回と同様の傾向であった。“分から

ない”の回答を除き，施工経験のある回答者では必要と不要が相半ばしたのに対し，施工経験のない

回答者では大半が“必要”との回答であった。 
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図 B.26－ビル内の光ファイバシステムに関する標準化の必要性（総回答数：75） 

b) 標準化の必要理由 

必要という方にその理由を伺った。図 B.27 に示す。OITDA/TP 01，02，03，11 では不十分という

回答はなく，施工経験のない方はケーブル取扱い指針の要望が多い。ケーブル取扱い指針は TP 01，

02，03，11 に記載してあり，この普及を図ることで解消されると思われる。 
 

 
その他：将来のメンテナンス（同じ仕様を大量に販売しているため施工方法の統一による品質確保のため） 

図 B.27－ビル内の光ファイバシステムに関する標準化が必要と思われる理由［総回答数：30（複数回答含）］ 

c) 標準化の必要項目 

標準化の必要項目を図 B.28 に示す。前回調査では，ケーブルの標準化の必要性が最も高く，次いで

配線法，試験法の順であったが，今回はコネクタに関する標準化要望が最も高い。これは，ビル内へ

の FTTH 普及に伴い光ファイバ自体の認知は上がったが，接続部分の施工及び扱いに対する不安がう

かがえる結果となった。 
 

 
図 B.28－標準化が必要と思われる箇所［総回答数：48（複数回答含む）］ 
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d) 標準化が必要でない理由 

必要ないという方にその理由を伺った。結果を図 B.29 に示す。前回，前々回では，“ユーザとベン

ダとの個別の取決めで設計・施工できる”からという理由が多かったが，今回は OITDA/TP 01，02，

03，11 で充分との意見が多く見られた。 
 

 
その他：現行 TP の追記･修正で対応すればよい 

図 B.29－標準化が必要でない理由［総回答数：6（複数回答含）］ 
B.4.6 ホーム内光配線の現状 

a) 回答者のホーム内光配線システム経験の有無 

回答者のホーム内光配線システム経験の設計，施工などの有無を図 B.30 に示す。ホーム内の光ファ

イバシステムに関わった方はビル内に比べると少ないが，15 名（29 %）の経験者がいる。 
 

 
図 B.30－ホーム内光ファイバシステムの設計，施工などの経験有無（総回答数：51） 

b) 設計，施工等の経験回数 

回答者のホーム内光配線システムの設計，施工などの経験回数を図 B.31 に示す。経験回数では 10

回以上の設計・施工経験者が 33 %と前回調査（18 %）よりも増加している。 
 

 
10 回以上の回数：10/20/30/100 

図 B.31－設計，施工などの経験回数（総回答数：15） 
c) 設計，施工等の実績 

設計，施工等の実績を図 B.32 に示す。ビル内と同様に，新築･既築両方の実績がある方が半数以上

であった。 
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図 B.32－設計，施工等の実績（総回答数：15） 

d) 光ファイバシステム適用の目的等 

光ファイバシステムを適用した目的を図B.33に示す。目的としては FTTHが約半数を占め，次いで，

LAN，映像伝送の順であった｡前回調査よりも LAN と映像伝送の比率が増している。 
 

 
その他：情報伝送 

図 B.33－光ファイバシステムを用いた目的［総回答数：21（複数回答含）］ 
e) 使われた光ファイバの種類 

使用された光ファイバの種類を図 B.34 に示す。光ファイバの種類は，前回調査同様に SM 光ファイ

バが多く 7 割近くを占めた。GI 光ファイバは前回 4 %に対し，10 %と若干増加し，プラスチック光フ

ァイバは前回同様約 10 %にとどまった。また，曲げ半径 15 mm SM 光ファイバの比率が伸び，SM 光

ファイバ全体の半数以上を占めるようになった。 
 

 
その他：曲げ半径 R7.5 mm SM，R5 mm SM 

図 B.34－使用された光ファイバの種類［総回答数：20（複数回答含）］ 

f) ホーム内で用いられた光ファイバケーブルの種類 

ホーム内で用いられた光ファイバケーブルの種類を図 B.35 に示す。ドロップが前回の 4 割から 2

割強と減少している。逆にインドアが，前回調査になかった低摩擦形を加えて 2 割から 4 割に増加し

ている。 
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図 B.35－使用した光ファイバケーブルの種類［総回答数：29（複数回答含）］ 

g) ホーム内の光ファイバ接続方法 

ホーム内の光ファイバ接続方法の種類を図 B.36 に示す。接続方法はコネクタ接続が大半を占める。

コネクタ以外では，メカニカルスプライスが融着を逆転し増加した。メカニカルスプライスの普及状

況が確認された。 
 

 
コネクタ接続＿種類 その他：FAS 

図 B.36－光ファイバ接続方法の種類［総回答数：23（複数回答含）］ 

B.4.7 今後のホーム内光ファイバシステムについて 
回答者全員に，今後のホーム内光ファイバシステムについて伺った。 

a) ホーム内光システムの今後の見通し 

施工経験の有無に分けて結果を図 B.37 に示す。急激及び徐々に“増加”するが全体の 53 %で，前

回の 80 %から大幅に減少している。施工経験のない方は徐々に増加すると考えており，前回と傾向は

変わらないことが確認された。 
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図 B.37－ホーム内光システムの今後の見通し（総回答数：51） 

b) ホーム内の最適な情報伝送媒体 

ホーム内の情報伝送媒体として最適なものを，最大二つまで選択して頂いた。図 B.38 に示す。全体

でみると，無線が最も多く，次いで石英系光ファイバ，ツイストペア，プラスチック光ファイバ，同

軸の順となっており，前回調査と比較するとツイストペアが増加している。ツイストペアは施工経験

のありの方が多い傾向にあった。 
 

 
図 B.38－最適なホーム内情報伝送媒体［総回答数：81（複数回答含）］ 

 

無線を選定した理由としては，配線追加が不要でどこでも設置可能なことなどが考えられる。次い

で，石英系光ファイバを選択される方が多かったのは，伝送帯域が広く，アクセス系ファイバとの親

和性が高いことが理由としてあげられている。前回調査よりもツイストペアの施工経験有の方のポイ

ントが増えたが，これは新築のビル，ホームにて標準的にツイストペア（LAN ケーブル）が敷設され

ているケースが増えていると考えられる。 

選択の理由として記載された内容を，参考までに次に示す。 

＜施工経験有り＞ 

1) 無線，石英 現状と同等もしくはそれ以上のサ－ビス提供を社会は求めているとすれば，今ある

技術で対応できるものは限られていると考えるため。 

＜施工経験無し＞ 

1) 無線，POF WiFi が普及するも，有線での室内引き回しは必要。コストから POF が適当。 

2) 無線，石英 宅内の入口までは石英系ファイバで，宅内の各部屋へは，無線。ただし，セキュリ
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ィティ及び人体に対する影響が心配。 

3) 無線，ツイストペア ホームまで光でつなぎ，その後は LAN／無線。 

4) 石英 小径曲げ対応の光ファイバが製品化されてきているため。 

c) ホームへの光システム適用の良い点（予想を含む） 

ホームへの光システム適用の良い点を図 B.39 に示す。全体としてみると，ほぼビル内と同様な結果

である。“広帯域伝送が可能”が最も多く，次いで，“電磁誘導障害がない”という利点を上げている。

前回調査よりも“ケーブルが細く軽くなって施工が容易になる”が増えており，低摩擦インドアケー

ブル等の既設ホームへの施工性を考慮した部材の浸透によるものと考えられる。 
 

 
図 B.39－ホームへの光システム適用の良い点［総回答数：131（複数回答含）］ 

d) ホームへの光システム適用の問題点（予想を含む） 

ホームへの光システム適用の問題点を図 B.40 に示す。全体としてみると，ほぼビル内と同様な結果

である。ホームの場合も“曲がり部での敷設が困難”及び“部材コストが高い”並びに“接続にスキ

ルを要する”，“接続の準備や後始末に時間がかかる”及び“キャビネット等の設置のために空間が多

く必要”を問題としている点はビル内と同様である。 
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その他： 
＜経験有り＞ 
ドロップの余長が発生するが，その処理（束の置き場所），コンセントが必要。 
需要があるのか判らない。 
＜経験なし＞ 
ビル内に限れば管路の空きがないことが一番の問題。 
光ファイバの破損が懸念される。 
集合住宅の場合，費用･仕様面で理事会承認が必要で成立し難い。 

図 B.40－ホームへの光システム適用の問題点［総回答数：146（複数回答含）］ 

 

e) ホーム内の施工上の問題点（予想を含む） 

ホーム内の施工上の問題点を図 B.41 に示す。ホーム内配線では美観上又は許容曲げ半径確保の観点

から，露出配線などの施工工事に時間がかかることを問題点としている。許容曲げ半径としては，5 ㎜

以下を望まれている。特に施工経験有りの方は“半径 20 mm 以下”が 0 人であり，半径 5 mm 以下，

又は半径 10 mm 以下の，より小さい径を期待していることが分かる。 
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図 B.41－ホーム内の施工上の問題点［総回答数：85（複数回答含）］ 

B.4.8 ビル・ホーム内光ファイバシステムの今後の課題 
回答者全員に，今後のホーム内光ファイバシステムについて伺った。結果を図 B.42 に示す。 

 
（1）(ⅴ)その他：＜施工有り＞接続作業後の収納シート等への光ファイバの収納作業 
（2）時間に関する回答：コメントなし 
（3）直径に関する回答：＜施工無し＞2～3 cm＜施工有り＞0.3/1/1/1/3/10/10 cm 
（4）可とう性を要求：＜施工有り＞低摩擦インドアケーブル。テンションメンバがあるケーブル全て。 
（5）剛性が要求されるケーブルは挙げられていない。 
（6）物品コスト：（コメントなし） 
（7）その他：＜施工有り＞問題点はほほ解消していると考えられる。 

図 B.42－ビル・ホーム内の光ファイバシステムに関する今後の課題［総回答数：110（複数回答含）］ 
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B.4.9 その他，ご意見 
アンケートの最後にその他，ご意見を記載頂いた。次に紹介する。 

－ 光の普及に関して，材料的な問題はなくなったと思います。 

しかし，無線 LAN の高速化によって，現状のコンテンツでは宅内配線は不要と考えられます。25

年前の ISDN 電話とアナログ無線子機付電話の関係を思い出しました。普及率は後者が圧倒的であっ

たことはご存じのとおりです。 

B.4.10 まとめ 
今回のビル・ホーム内光配線システムに関するアンケート調査の結果を次にまとめる。 

a) アンケートは，当協会の各委員会委員と賛助会員，並びに建物内光ファイバシステムに関連の深いと

考えられる建設・施工関連の有識者に調査を依頼し，回答数 51 通の回答が得られた。回答者は建設・

工事の方が最も多かったが，電子・電気機器，電線・ケーブルの方は大幅に減少した。また，関わり

の有無は，有はビルで 43 %（前回 35 %），ホームで 29 %（前回 24 %）であり，前回 2007 年の調査時

よりも両方増えている。 

b) TS C 0017（ビルディング内光配線システム）を知っているのは 20 %であったが，OITDA 規格の技術

資料を知っているのは 57 %であった。前回は施工経験の有無による差は見られなかったが，今回は施

工経験有の方の認知度が高い。 

c) ビル内光配線システムについては，設計・施工経験回数が 10 回を超える回答者の数が前回調査時の

23 %から 32 %へ増加した。既築・新築の実績はほぼ同数であり，前回調査時ともほぼ同じであった。

用途については，FTTH の割合が前回よりも減少し，LAN の割合が大幅に増え，5 割を超えたことが

特徴的である。使用場所は前回と変わらず多くが幹線ライザーとフロアの両方であり，光ケーブルの

設置スペースについては充分であったとの回答が大半であり，配線盤スペースが足りたとの回答も前

回よりも増加している。また使用された光ファイバの種類では，前回は SM 光ファイバが 7 割近くを

占めていたが，今回は 50 %に減少し，GI 光ファイバが 30 %から 45 %に増加している。ケーブルの心

数は，前回と変わらず 24 心以下が 8 割以上となった。ドロップ／インドアケーブルが前回の 22 %か

ら 16 %に減少しており，低摩擦インドアケーブルが新たに登場し，半分を占めている。0.25 mm 心線

は前回の 38 %から 22 %に減少しており，0.9 mm 心線が 24 %から 32 %に増加している。接続方法は

コネクタ接続と融着接続がほぼ同程度で合せて 9 割弱を占め，コネクタの中では SC 形が最も多い。 

d) メタル配線システムとの比較において，光配線システムの利点として広帯域・長距離といった伝送能

力を，また，問題点として，許容曲げの厳しさによる敷設空間の大きさ，接続作業時間の長さ，及び

高度なスキルを挙げる回答が多く，前回とほぼ同じ傾向であった。 

e) ビル内光配線システムの今後に関しては，幹線ライザー・フロアともに徐々に増加するとの見通しが

持たれており，前回と同じであった。 

f) ビル内光配線システムの標準化の必要性に関する問いに対しては“分からない”との回答が 65 %であ

ったが，“必要”との意見が 24 %，“不要”が 12 %あった。“分からない”の回答を除き，施工経験の

ある回答者では必要と不要が同数なのに対し，施工経験のない回答者では全員が“必要”との回答で

あった。 

g) ホーム内光ファイバシステム適用の目的としては，FTTH が半数を占めており，使用光ファイバの種

類については 65 %が SM 光ファイバであった。また，ホーム内で用いられた光ケーブルの種類として

は，ドロップ・インドアケーブルは前回の 7 割とほぼ同じであった。光ファイバの接続方法としては

SC コネクタが大半を占め，更に現場組立形 SC コネクタが使用されているのも前回と同じ傾向であっ
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た。 

h) 今後のホーム内光ファイバシステムについては，全体の 5 割が急激及び徐々に増加すると考えている。

また，ホーム内の最適な情報伝送媒体については，配線追加が不要でどこでも設置可能な無線が最も

多く，次いで石英系ファイバ，ツイストペアの順となっており，前回のプラスチック光ファイバとツ

イストペアが入れ替わっている。施工上の問題点としては，美観上又は許容曲げ半径の観点から，露

出配線などの施工工事に時間がかかることを問題点としている。一方，許容曲げ半径を問題視してい

る施工経験有りの方は，前回調査では 4 名であったが，今回の調査では 10 名と増加している。曲げ半

径の許容は半径 10 mm 以下がほとんどである。 

i) ビル・ホーム内光配線システムの今後の課題としては，施工面での光ファイバの接続のスキルレス化，

コスト面での物品コストが挙がられている。これらは，過去の調査結果からも同様の傾向であり，光

ファイバシステムの継続的な課題である。 
 

B.5 今後の予定 
今回の調査で頂いた多くの課題，ご意見を参考とし，ビル・ホーム内光配線システムの標準化において，

TP の更なる普及，認知活動を行うと共に，他団体標準との共通化，及び海外展開を目指して IEC のビル・

ホームの標準化動向調査を行う。 
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附属書 C 
集合住宅光配線システム用ケーブルの構造例 

 

表 C.1－集合住宅光配線システム用ケーブルの構造例 
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参考文献 

JIS X 5150：1996 構内情報配線システム 

JIS X 5150：2004 構内情報配線システム 

JIS C 6841：1999 光ファイバ心線融着接続方法 

[1] 集合住宅の FTTH 化のための標準化について，B2E 2005 年 10 月 
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OITDA/TP 02/BW：2018 
 

FTTH 対応集合住宅用光配線システム 

解  説 

この解説は，本体及び附属書に記載したに記載した事柄，並びにこれらに関連した事柄を説明するもの

で，技術資料（TP）の一部ではない。 
 

1 今回の改正までの経緯 
光産業技術振興協会，ファイバオプティクス標準化委員会傘下の建物内光配線システム分科会（現建物

内光配線システム専門部会）では，ビルディング内の光配線に関する標準情報“ビルディング内光配線シ

ステム”（TR C 0017；1999）を作成し，光配線システム構成，配線方法，接続方法，試験・管理方法の

標準化を図ってきた。さらには改正版（2002 年 1 月発行）を作成した。（なお，“ビルディング内光配線

システム”は標準仕様として再度最新情報を盛り込んで改正し，2006 年 1 月に TS C 0017 として発行され

たが，2012 年 3 月に有効期限を迎えたことから，後継の標準的技術資料として，OITDA/TP 11/BW : 2012

（2012 年 8 月発行）が作成された。） 

FTTH の進展によって，高層の集合住宅にも光ケーブルが導入され配線されだした。しかし，集合住宅

は建物内の個々の住戸が光サービスの加入者となる特殊性があり，商用のビルディング内の光配線とは形

態が異なってくる。 そこで，2003 年度から，集合住宅の建物構造の調査，石英／プラスチック光ファイ

バ及び周辺技術の調査，光配線の施工例，問題点の調査などを開始した。 

2004 年度は，集合住宅及び戸建住宅への光配線を推進するためのガイドライン作成を目指して，実態調

査を行うとともに最新技術動向調査及びガイドラインの概略内容の検討を行った。実態調査の結果，集合

住宅へは光ファイバが棟の入口（MDF 室）までは導入されるが，棟内はメタルによる LAN 配線が一般的

であった。高層マンションでは幹線系は光ファイバが導入されるケースも増加していた。 

2005 年度から，技術資料“FTTH 対応集合住宅用光配線システム”の作成を具体的に進め，2007 年 7 月

に第 1 版を発行した。 

2008 年度に改定に着手した第 2 版では，住戸内情報配線として映像系を加えた構成例を追記し，試験・

性能基準値の具体例を記載して，2009 年 7 月に公開した。 

2009 年度は，FTTH 契約数が既に 1,500 万契約を越えて引き続き堅調に増加を続けている状況で，FTTH

及び建物内光配線に関する技術動向調査は，従来とは切り口を変えて，①光ケーブル技術，②接続技術，

③施工技術，④光システムといった技術分野毎の情報収集とともに⑤市場・業界の動向調査を実施した。

その結果，集合住宅においても各戸まで光ファイバが導入されるケースが増加しており，適用される光ケ

ーブル，接続コネクタ及び配線物品等においても新たな技術を盛り込んだ製品が用いられるようになって

いた。これらの情報を反映するため，2010 年度から第 3 版の改訂に着手した。 

第 3 版では，集合住宅に用いられる光ケーブルに関する記述を追加するとともに，附属書 C として“集

合住宅光配線システム用ケーブルの構造例”を追加し，2011 年 8 月に公開した。 

2013 年度は，約 6 年ぶりに，建物内光配線システムに関するアンケート調査（第 3 版 附属書 B）を実

施し，2014 年 1 月に発行した。本調査では，特に，住宅内配線における最適な配線として，無線の期待が

高まっていること，及び施工に関する技術・物品が進化したにも関わらず，依然として，施工の簡易化（コ
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ネクタなどの簡易な接続技術）の期待が根強いことが明らかとなった。 

 

2 今回の改正の趣旨 
2016 年度は，建物内光配線システムに関する技術動向調査の観点を，①光ケーブル技術，②接続技術，

③施工，④光システム，⑤POF（プラスチック光ファイバ），⑥計測技術他，に再整理した。その結果，

集合住宅に関しては，配線法・施工法・施工技術・物品に関しては，第 3 版の内容から大きな変化がない

ものの，住宅内配線として，無線 LAN の使用を意識する必要性があること，及び附属書 B として掲載し

ている建物内光配線システムに関するアンケート結果の最新版更新が必要であることから，第 4 版を発行

することとした。 

 

3 主な項目 

3.1 適用範囲（箇条 1） 

本技術資料の適用範囲は，集合住宅への光ケーブル引き込みから各住戸内の光アウトレットまでとし，

住戸内配線は除外した。住戸内配線は，技術資料“FTTH 対応戸建住宅用光配線システム”と同様となる

ので，そちらを参照されたい。なお，財団法人ベターリビングでも住戸内配線は対象外[1]としている。 

3.2 引用規格（箇条 2） 

OITDA/TP 11/BW : 2012（ビルディング内光配線システム）を示した。 

3.3 用語及び定義並びに略語（箇条 3） 

光配線システムの主な構成要素である配線盤，光ケーブル，装置類の用語を定義づけた。 

建物内の配線盤の名称に関して，TS C 0017 では，建物外から引き込まれたケーブルを終端する配線盤

を構内配線盤（CD）又はビル内配線盤（BD），各フロアに置かれるものをフロア配線盤（FD）と称して

いる。一方，集合住宅内の弱電ケーブル配線設計などでは，引き込みケーブルを終端する配線盤を PT 盤，

EPS におかれるものを PD 盤と称している。そこで，この技術資料では PT 盤（成端盤），PD 盤（分岐配線

盤）として記述した。 

定義の内容は，財団法人ベターリビングでの検討と齟齬がないように留意した。 

3.4 光配線システムの基本構成（箇条 4） 

集合住宅において，各住戸まで光ケーブルを配線する“光ファイバ直結形配線方式”を基本とした。こ

の方式は，各住戸単位で高速大容量通信が確保できること，竣工後も住戸内に立ち入ることなく MDF 室

内で通信事業者を変更できるなど，居住者へのメリットが大きいためである。 

具体的な基本構成は，MDF 室内に置かれる自営 PT 盤と各住戸内の光アウトレットとの間は，途中に光

ファイバ接続はあってもいいが，分岐などの機能がない，1 対 1 接続とした。この構成は，ベターリビン

グと同様である。 

幹線ケーブルの配線方式は，集合住宅の規模，構成（各フロアの住戸数，EPS の配置，MDF の配置等），

施工性，EPS スペース，コスト等を勘案して決定する必要がある。現行の光配線の調査結果から，主な配

線方式として，①水平ケーブル単独配線方式，②幹線ケーブル単独配線方式，③幹線ケーブル分岐配線方

式を取り上げ，各方式の概要及び特長を記載した。 

3.5 ケーブル施工・接続（箇条 5），保守・管理（箇条 6），試験・性能基準（箇条 7） 

ケーブル施工，接続，保守・管理，試験は，OITDA/TP 11/BW : 2012 に準じて行うこととした。 

 

4 諸外国，国内他機関における標準化状況 
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構内配線の規格化に関しては，国際標準化が進んでいる（例えば，“Generic Cabling for Customer Premises”, 

ISO/IEC 11801, July 1995，2002）。しかし，集合住宅用光配線に関する規格化は進んでいないのが実情であ

る。 

国内では，一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）が ISO/IEC 11801 の完全翻訳版を 1996 年に作

成し，JIS X 5150：2004 として改版している。現在では，ISO/IEC 11801：2011 を基に，JIS X 5150：2016

として改版されている。2005 年 3 月に，情報配線システム標準化委員会で，JEITA 規格として“構内情報

配線システム JIS X 5150 : 2004 用語解説集”を発行している。 

集合住宅内の光配線に関しては，一般財団法人ベターリビング（1973 年設立）が，2005 年 10 月～2006

年 2 月に FTTH 化推進の提案[1]と課題の明確化[2]を行うと共に，合わせて 2008 年 12 月に集合住宅におけ

る自営光配線設備の設計基準[3]及び光配線システム機器の優良住宅部品認定基準[4]を策定した。また一般

社団法人日本 CATV 技術協会では 2007 年 10 月に放送用の“集合住宅における光伝送システム設計ガイド

ライン”[5]を策定した。 

光ファイバ普及の国内活動に関しては，NPO 光ファイバ普及推進協会（平成 15 年 5 月特定非営利活動

法人承認）が，中小ビルオーナーへの情報化に関する啓蒙・普及と光ファイバ導入の推進活動を行ってい

る。2007 年にはエレベータシャフトを利用した既築集合住宅への光化実証試験を行った。NPO 高度情報通

信推進協議会（平成 16 年 1 月に特定非営利活動法人承認）は，情報配線施工技術の競技会，セミナー，技

術認定制度などを通じて，情報配線施工技術の発展・振興及び人材育成などの活動を積極的に行っている。

同協議会は，技能五輪の“情報ネットワーク施工”競技に深く関与し，技術仕様 TS C 0017 を参照して活

動を進めている。 

 

5 解説の参考文献 

[1] 丸 安行，“集合住宅の FTTH 化のための標準化について －住棟内光配線設備に関する提案－”，B2E

（オプトロニクス社），No.7，pp19-28，2005.10． 

[2] 丸 安行，“集合住宅の FTTH 化のための標準化について －集合住宅の FTTH 設備の課題－”，B2E

（オプトロニクス社），No.9，pp34-37，2006.2． 

[3] BLP OC：2008 “集合住宅における自営光配線設備の設計基準”，（一財）ベターリビング，2008 年

12 月 1 日 

[4] BLS OC：2008 “優良住宅部品認定基準 光配線システム機器”，（一財）ベターリビング，2008 年

12 月 1 日公表・施行 

[5] “集合住宅における光伝送システム設計ガイドライン”，（一社）日本 CATV 技術協会，2007 年 10 月

発行 

 
6 原案作成部会の構成表 

この技術資料（TP）はファイバオプティクス標準化部会建物内光配線システム専門部会にて 2009 年度

～2016 年度に原案を取纏めた。原案作成メンバは次のとおりである。 
 

主査 古川 眞一 矢崎総業（株） （2009 年 4 月から 2010 年 3 月まで） 
主査 関口 俊彦 日本電信電話（株） （2010 年 4 月から 2013 年 7 月まで） 
主査 家田 浩司 日本電信電話（株） （2013 年 8 月から 2016 年 7 月まで） 
主査 片山 和典 日本電信電話（株） （2016 年 8 月から） 
委員 石橋 克之 （株）きんでん （2009 年 4 月から 2016 年 3 月まで） 
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委員 岩倉 大輔 古河電気工業（株） （2008 年 6 月から 2011 年 3 月まで） 
委員 工藤 行敏 古河電気工業（株） （2011 年 4 月から 2012 年 3 月まで） 
委員 小倉 邦男 古河電気工業（株） （2012 年 4 月から 2015 年 3 月まで） 
委員 松岡 隆一 古河電気工業（株） （2015 年 4 月から 2016 年 3 月まで） 
委員 磯部 竜也 古河電気工業（株） （2016 年 4 月から） 
委員 小川 信二 住友電気工業（株） （2008 年 4 月から 2010 年 3 月まで） 
委員 高橋 俊明 住友電気工業（株） （2010 年 4 月から 2012 年 3 月まで） 
委員 横川 知行 住友電気工業（株） （2012 年 4 月から） 
委員 菊地 秀夫 （株）フジクラ （2009 年 4 月から 2011 年 3 月まで） 
委員 吉田  卓 （株）フジクラ （2011 年 4 月から 2016 年 3 月まで） 
委員 熊谷 正和 （株）フジクラ （2016 年 4 月から） 
委員 木村 明弘 日本コムシス（株） （2006 年 11 月から 2012 年 7 月まで） 
委員 佐藤  勉 日本コムシス（株） （2012 年 8 月から） 
委員 関口 俊彦 日本電信電話（株） （2009 年 4 月から 2010 年 3 月まで） 
委員 小山 輝男 三菱電線工業（株） （2010 年 9 月から 2011 年 3 月まで） 
委員 高橋  聡 POF プロモーション （2003 年 4 月から） 
委員 田中 克典 （独）都市再生機構 （2009 年 4 月から 2010 年 6 月まで） 
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